
ヒラリー・クリントン：ウォール街の負け馬？ 憲法の危

機？ 終盤はどうなる？ 

 

【訳者注】米大統領選まで数日となり、クリントンが客観的には絶望となったが、彼女の陣

営がこれにどう対処するかは、その日までわからないだろう。はっきり予測できることは、

この選挙がただの選挙でなく、アメリカのみならず世界にとって、時代転換の転機（トラン

プの言う「文明の分岐点」「年貢の納め時、day of reckoning」）になるだろうということ、

一連の深刻な動乱なしに、ここを通過することはできないだろうということである。アメリ

カはまさに“収拾のつかない”状態に、なるべくしてなった。チョスドフスキー教授（９・

11 以来、アメリカの病状を知り尽くした分析家）の言う通り、米国内と国外にわたって大

きな事件が起こると想定できる。内紛、暗殺、抗議暴動、戒厳令、そして国外では、内部の

争いから目をそらすための、おそらくパール・ハーバーか、９・11 級の自暴自棄の“ニセ

旗”戦争に突入する可能性が十分あると思われる。  

 

 

Prof. Michel Chossudovsky 

Global Research, November 1, 2016 

 

FBI長官Comeyの米議会への第 2の手紙が明ら

かになって以来、大統領選は燃える枯草、コント

ロール不能の状態になった。2大政党制は危機を

迎えた。 

 

「私、FBI長官［James Comey］は、ここにあ

なた方に対し、調査チームが昨日、この問題につ

いて私に報告したこと、私は、FBIが適正な調査

措置を取ることに合意したことをお知らせいたします。これは、調査官たちがこれらの eメ

ールを精査し、そこに極秘の情報が含まれているか否かを判断し、それらが我々の調査にと

ってどれほど重要かを査定することを、許可するものです。」 

 

2つの重要な問題がある―― 

 

この eメールを公表したウィキリークスの背後に、誰がいるのか？ 



FBI長官ジェイムズ・コーミーの背後に、誰がいるのか？ 

 

どちらの場合も、我々は、強力な利益集団を相手にすることになる。誰の利益になるのか？ 

 

企業エリートの確固たるヒラリー・クリントン支持に、変化があったのか？ それともエリ

ートたちが分裂したのか？ これは注意深く調べるべき問題である。 

 

FBI長官コーミー（左）は、彼自身の判断でこの決

定をしたのではない。彼は、FBI内部からのプレッ

シャーに応じたと言われているが、重要な問題は、

ジェイムズ・コーミーの背後にいる権力者は、誰な

のかということである。どのような機構が働いて、

彼はこの決断をしたのか？ 

 

彼はトランプと関係があるのか？ いくつかのメディアは、モスクワが、コーミーの第 2の

手紙の背後にいる可能性があるとほのめかしさえした。馬鹿げた考えだ。 

 

引き金構造 

 

FBI 長官を動かして第 2 の手紙を議会に送らせたものは、10 月 28 日の彼の決断より 4 日

前のウォールストリート・ジャーナルの報道だった。 

http://www.wsj.com/articles/clinton-ally-aids-campaign-of-fbi-officials-wife-1477266114 

 

10月 24日に、WSJは、「クリントンの友人の［バージニア州知事］Terry McAuliffeが、

ある上席 FBI 調査官の妻が公職に立候補したとき、彼女に金銭を寄付した」と明らかにし

た。 

 

テリー・マコーリフ知事は、ヒラリー・クリントンの為に、このカネを送ったのだった―― 

 

  親密なクリントン同盟者テリー・マコーリフが、都合よく FBI副長官に昇進して、クリ

ントンの秘密のサーバーへの調査を監視していた高官の妻に、67万 5,000 ドルの自由

使用を認めたという、昨夜公表された事実は、深く疑惑を起こさせるものだ。 

 

  こういうことが起こり得たということは、FBIの完全に不注意な振舞いなのか、それと

も信じられない腐敗のレベルを示すものか、どちらかである。FBIはすみやかに、これ

らの問題を十分に調査する必要がある、とウォールストリート・ジャーナルは、日曜日、

http://www.wsj.com/articles/clinton-ally-aids-campaign-of-fbi-officials-wife-1477266114
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この話を公にした。FBI は、ヒラリー・クリントンに対する起訴を提起しないことで、

集中砲火を浴びている」（Breibart, October 24, 2016） 

    http://www.wsj.com/articles/clinton-ally-aids-campaign-of-fbi-officials-wife-

1477266114 

http://www.breitbart.com/2016-presidential-race/2016/10/24/trump-campaign-

mcauliffes-donation-to-fbi-officials-wife-deeply-disturbing/ 

 

コーミーが 10月 28日（オクトーバー・サプライズ）に第 2の手紙を送る決断をしたのは、

クリントンによる贈賄と FBI 内部の腐敗を指摘する、WSJ の報道に促されたものだった。 

 

この寄付金は、2015年バージニア州 Dr. Jill McCabe の上院への選挙運動に届けられ、こ

の人はたまたま
、、、、

、FBI 役人 Andrew McCabe の妻だった。アンドルー・マッケイブは、数

か月後、2016年 1月に、FBIの副長官に任命され、クリントンの eメールの調査を任され

た。なんと上手くできていることか！（WSJ、October 24, 2016を見よ） 

 

ジル・マッケイブ博士（副長官の妻）の受け取ったヒラリーからの寄付は、報告されなかっ

た。公的記録によれば、彼女は、選挙運動への寄付として、総額 25万 6,000ドルを受け取

っている。 

 

アンドルー・マッケイブは、ヒラリーの FBI内部のトロイの木馬だった 

 

WSJの報道が出ると共に、FBI長官コーミーは、FBI内部からのプレッシャーと、自分自

身の名誉のために、クリントンの eメールに関する第 2の手紙を、公表することに決めた。

クリントン調査を監督していた、彼の堕落した副長官アンドルー・マッケイブは、今のとこ

ろまだ首になっていない。 

 

引き金構造は、FBI長官のジェイムズ・コーミーの手紙自

体から始まったものではない。策謀と賄賂の仕組みを明か

したのは、アメリカの金融体制の代弁者であるウォールス

トリート・ジャーナルだった。FBIのナンバー２、アンド

ルー・マッケイブ（左）の妻が、バージニア州知事を介し

て、ヒラリー・クリントンから巨額のカネを受け取っていたのだ。 

 

選挙前の 2週間以内でのこの決定のタイミングは、絶妙だった。しかし、この事件の成り行

きを決めたのは、究極的に WSJ（と、クリントン‐マッケイブ策謀報道の背後の人々）だ

った。 
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ウォール街の誰が、ジェイムズ・コーミーの手紙の引き金になった、クリントン‐FBIマッ

ケイブ“賄賂”に関するWSJ報道の、背後にいたのか？ 

 

WSJの所有者は News Corp複合企業で、これはMurdockファミリー・トラストの所有す

る、最も強力なグローバル・メディアの一つである。ルーパート・マードックは、ドナルド・

トランプの確固たる支持者で、両者は先月のうちに数回、会っている。 

 

最近まで、アメリカの主流メディアは、ヒラリー・クリントンの犯した罪をカムフラージュ

することに、大わらわだった。起こっているのは“Uターン”なのだろうか？  

 

企業エリートは一枚岩なのではない。全く反対である。支配者企業体制の内部に、大きな分

裂と抗争がある。起こっているらしいのは、トランプ支持の、マードックの News Corpグ

ループ（WSJと Fox News を含む）と、クリントン支持の、Time Warner‐CNNグルー

プの、競争するメディア複合企業間の対立のようだ。これらメディア複合企業は、さらに、

企業体制内部の、強力な、競争する派閥と隊列を組んでいる。 

 

WSJの報道のすっぱ抜きの引き金を引いた人たちは、それが FBI長官ジェイムズ・コーミ

ーの反応を引き起こし、またそれがヒラリー・クリントンの弱体化と転覆につながることが、

よくわかっていた。 

 

ドナルド・トランプによれば、これは「ウォーターゲイトより大きい」。 

 

クリントン・キャンペーンは、FBI長官が法を破ったと非難することで、これに応えた。 

 

 

 

多くの点で、Huma Abedinの eメール（FBIが公開し、広範囲なメディアの扱う対象だっ

た）は、視聴者の注意をそらすためのもので、より大きな、国家組織や党政策の犯罪化プロ

http://www.globalresearch.ca/wp-content/uploads/2016/11/Screen-Shot-2016-11-01-at-10.49.03.png


セスとは比べものにならない。それは red herring（注意をそらすもの）であって、目に触

れるより遥かに多くのものが存在する。Eメールに関連する第 2の手紙は、欺瞞、腐敗、賄

賂、それにマネー・ロンダリングの「パンドーラの箱」を開けるものである。 

 

これまでは、メディアは、クリントンの罪を軽くするために、些末なことに集中していた。

WSJ 記事に含まれる犯罪の、犯罪証拠（すなわち、ヒラリー・クリントンを調査していた

FBIのナンバー２の妻に支払われたクリントン・マネー）は、単なるメディア・トークの問

題ではない、クリントン財団のカネの取引の根底にある不正行為も深刻だ。 

 

FBI 長官コーミーの第 2 の手紙は一つの爆弾である。コーミーの思い切った行動は、今度

の場合、アメリカ大統領の候補者が FBI による犯罪捜査を受ける可能性があることを、指

摘するものである。 

 

これは単に eメール・スキャンダルに関するものでなく、FBIが、不正行為とマネー・ロン

ダリングの温床であるクリントン財団の、公開調査に入ったということである。それだけで

なく、民主党全国委員会に対し、同党が「不正を行い、ヒラリー・クリントンの選挙運動と

共謀したとして、また不審死を含む多くの問題で」集団訴訟が始まったことを意味する。 

 

大逆罪：ヒラリーは、イスラム国を支援している“テロリズム国家スポンサー”

から、寄付を受け取った 

 

もう一つ重要な問題がある。 

 

クリントンは、サウジアラビアとカタールが、シリアやイラクの ISISや他のテロ集団にカ

ネを与え支持していると認めたが、2014年、ジョン・ポデスタに送った eメールでは―― 

https://wikileaks.org/podesta-emails/emailid/3774 

 

  「彼女は、都合上、これら 2つのテロ支援国家が、クリントン財団に対するメガ寄付者

であることに言及していない。カタールは、クリントン財団に 100万から 500万ドル

を与え、サウジは、同財団に 2,500万ドルまでの寄付をしている」（Baxter Dmitri, “The 

Terrorists R US,” Global Research, October 29, 2016参照） 

  

https://wikileaks.org/podesta-emails/emailid/3774


 

 

一人の元国務長官が（家族の財団を通じてではあるが）“テロの国家スポンサー”（サウジと

カタール）から、多額の寄付を受ける――これは明らかに、米長老高官と米大統領候補者に

よる大逆罪である。 

 

RICO法（違法や不正な金銭操作に対する法）違反による犯罪 

 

それだけでなく、Frank Huguenard（Global Research, May 30, 2016）によれば、最初の

FBI調査は「国務省の規制違反をはるかに越えて、スパイ活動、偽証、影響力行使を含む問

題」まで調査している。クリントン財団の常習的なマネー・ロンダリングは、FBI調査の中

心にあり、それは RICO法違反として有罪になりうる―― 

http://www.globalresearch.ca/breaking-hillary-clinton-to-be-indicted-on-federal-

racketeering-charges/5527829 

https://archive.is/o/bERJ6/www.politico.com/story/2016/05/hillary-clinton-email-

inspector-general-report-223553 

 

  以下は、我々が確実に知っていることである。クリントン財団に寄付された何千万ドル

というカネは、カナダの架空会社を通ってこの組織に届いたが、この会社は、寄付者を

跡付けることをほとんど不可能にしていた。財団への寄付の 10％以下が、現実に慈善

団体に放出された。ヒラリーの eメール・サーバーへの公的調査が始まったとき、彼女

は自分の IT 専門家に、3 万通以上の e メールを消去し、Platte River Networks と

Datto.Inc.にある、30日以上経った彼女の eメールのバックアップを、混濁させるよう

に指令した。FBIは、その後、ヒラリーの消去された eメールの、全部ではないが大部

分を回復し、彼女の違法な犯罪活動を隠ぺいする試みに対し、彼女を起訴するための立

証を固めている。 

https://archive.is/o/bERJ6/www.politico.com/story/2015/10/hillary-clinton-emails-

server-214487 

https://archive.is/o/bERJ6/www.breitbart.com/big-government/2015/10/07/fbi-

examining-online-cloud-backups-hillary-clintons-email/ 
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すでに公的記録には、クリントン財団を犯罪事業として立件できる十分な証拠があり、

FBIが、すでに公にされた以上の、十分な量の証拠をもっていることは間違いない。 

 

RICO の下で、この事件に最も大きく関連するセクションは、セクション 1503（裁判

の妨害）、1510（犯罪調査の妨害）、および 1511（国家ないし地方法執行の妨害）であ

ろう。 

 

ウォーターゲイト事件後のリチャード・ニクソンの場合のように、クリントン夫妻を失

墜させるのもまた犯罪の隠ぺいであろう。のみならず、タイトル 18、合衆国法：セク

ション 201 の規定によって、クリントン財団は、賄賂に関係する不当行為を問われる

可能性がある。FBIは、国際的諸団体が、カザフスタンのウラン鉱取引のような事業取

引を確保するために、クリントン財団を通じて、賄賂を使うことが可能だったことを、

完全に立証できるであろう。（Frank Huguenard, Global Research, May 30, 2016） 

http://www.globalresearch.ca/breaking-hillary-clinton-to-be-indicted-on-federal-

racketeering-charges/5527829 

 

軍の内部からのヒラリー・クリントンに対する反対 

 

また、軍の内部からのクリントンに対する憤懣の証拠がある。統合参謀本部は、シリアでの

“飛行禁止ゾーン”案への反対を表明している。これはロシアとの戦争につながるものだ。

飛行禁止ゾーンも、ヒラリーの“テーブル上にある”核選択も、アメリカのトップ官僚の議

論の対象になっている。イランに対する核兵器使用に言及して、ヒラリーは「我々は彼らを

消す（obliterate）だろう」と言った。 

 

もし彼女が選ばれたらどうなる？ 

 

もし大統領に選ばれたら、ヒラリーの犯罪記録は、彼女の職務期間を通じて付きまとうであ

ろう。それは弾劾につながる可能性がある。大統領職は、最初から完全に機能不全になるで

あろうから、防衛請負業者もウォール街も含めて、彼女の企業スポンサーたちは、これは避

けたいと思うだろう。 

 

必然的にトランプは、選挙キャンペーンの違った段階で、ペテンに関係した 1 つあるいは

それ以上の訴訟を持ち出すだろう――投票機械のことなど。ニューハンプシャー集会での

ドナルド・トランプの言葉を引くと―― 

 

  ヒラリー・クリントンの腐敗は、これまでに我々が見たことのない規模のものだ。…

http://www.globalresearch.ca/breaking-hillary-clinton-to-be-indicted-on-federal-racketeering-charges/5527829
http://www.globalresearch.ca/breaking-hillary-clinton-to-be-indicted-on-federal-racketeering-charges/5527829


我々は、彼女が、彼女の犯罪的企みを大統領執務室に持ち込むのを、許してはならない。 

 

もしトランプが大統領に選ばれるなら、その場合も、彼を降ろそうとする試みがあり、弾劾

が要求されるだろう。 

 

どちらの候補者も“機能不全”としたら？ プラン Bがあるだろうか？ 

 

国家的非常事態措置、戒厳令？ 政府の継続（C. O. G）？ 

 

疑う余地もなく、アメリカの 2大政党制全体が危機にあり、そこには外交の崩壊、軍のアジ

ェンダ、ロシアとの差し迫った対決に現れた、アメリカの対外政策が含まれる。 

 

11 月 8 日の選挙のあとに何が起こるか予言するのは難しいが、見えてきた政治的行き詰ま

りは――シリア、イラク、ロシア国境沿いの東ヨーロッパでの、高まる地政学的テンション

と一緒になって――将来どこかで、憲法をもつ政府の一時停止へと行きつく可能性が高い。

それは、“国防権限法案”（NDAA）というもので、2011年 12月 31日、オバマ大統領の署

名によって法律になった。ほとんどのメディアは、この法制化に含まれる意味の大きさを分

析することを怠っている。 

 

選挙のプロセスの現在の行き詰まりは、アメリカ国家と、その裁判・法執行組織の犯罪化に

特徴づけられた合法性の危機である。その一方で、ワシントンは、世界制覇的な米‐NATO

の“国境なき戦争”にのめりこみ、そこに TPP と TTIPの提案による巨大貿易ブロックの

形成が付随している。このネオ・リベラルのマクロ経済アジェンダは、1980年代初期以来、

世界人口の大きな部分の貧困化に寄与している。 

 

こうした展開は、潜在的な憲法の停止と一つになって、アメリカ全土の集団抗議と共に、高

まる政治的・社会的テンションへの方向を指している。これは将来のある時点で、合憲政府

の露骨な抑圧と、戒厳令の強制へとアメリカを導くだろう。 

 

アメリカの戒厳令法制化には多くの手続きがある。“国防権限法”の採択は、市民的自由の

撤回、監視国家、法執行の軍国主義化、自警団法の撤回と同等であろう。 

 

警察国家アメリカのすべての要件が、今揃っている。それらは、eメールや電話の、政府に

よる盗み見（聞き）を遥かに超えたものである。そこに含まれるのは―― 

 

  ＊米国市民を含む、テロリストと言われる
、、、、

者たちの超法的な暗殺――これは「いかなる



人も、法の正当な手続きなしに生命を奪われることはない」という第 5 修正条項を、

堂々と破るものである。 

  ＊裁判なしに米国市民を無期限に拘束すること、すなわち「人身保護令状」の撤回。 

  ＊2009年に採択された法律による、米軍基地の“強制収容所”の設立。 

 

“国家非常事態センター設立法（HR645）”の下では、“強制収容所”は、「国土安全保障長

官の決定によるような、他の適切な要求のために」使用することもできる。 

http://www.govtrack.us/congress/billtext.xpd?bill=h111-645 

 

FEMAの強制収容所は、“政府の継続”（COG） の一部で、戒厳令が布かれた場合も活用さ

れる。強制収容所は、市民に対して“政府を守る”ことを意図したもので、抗議者や政治活

動家を収監することによって、政府の国家安全保障や経済や軍事アジェンダの合法性への

挑戦を防ぐためのものである。 

http://www.govtrack.us/congress/billtext.xpd?bill=h111-645

